

































有効回答数 ７３ 18 ６３７ 89 ６8５ ５99
従業員の賃金上昇 ７５.３ 44.4 ７５.５ ６9.７ ５9.３ ３24.2 80５.７ ７７.8
従業員の質 ６５.8 ７2.2 42.５ ６2.9 48.５ 291.9 ６５2.0 42.4
人材（中間管理職）の採用難 ６0.３ ５0.0 ３2.５ ３9.３ ３1.8 21３.9 44６.8 22.9
従業員の定着率 ３4.３ 44.4 ３2.５ ３0.３ 2７.0 1６8.５ ３６9.６ 2３.７
管理職，現場責任者の現地化が困難 ３4.３ 44.4 ３３.8 40.５ 2７.0 180.0 ３５8.５ 18.７
人材（技術者）の採用難［製造業のみ］ ５５.0 2７.３ 2６.６ ３1.６ 29.７ 1７0.2 ３５8.５ 2５.9
日本人出向役職員（駐在員）のコスト ３７.0 2７.8 29.７ 2５.8 22.9 14３.2 ３３1.７ 19.５
人材（一般スタッフ・事務員）の採用難 2６.0 22.2 19.1 2３.６ 20.0 110.9 2３1.8 1３.9
人材（一般ワーカー）の採用難［製造業のみ］ ３0.0 2７.３ 19.0 ７.9 9.７ 9３.9 194.６ 2５.4
解雇・人員削減に対する規制 2.７ ５.６ 1５.0 ３.4 10.1 ３６.8 1６2.8 2３.2
外国人労働者の雇用規制 2.７ 0.0 ６.2 4.５ 4.1 1７.５ 91.8 1.0
日本人出向役職員（駐在員）への査証発行制限 2.７ ５.６ ７.６ 0.0 ３.５ 19.4 81.1 ３.2
国別ポイント合計 42６.1 ３７1.2 ３40.0 ３３9.５ 29３.６ 29７.６































図表 2 は，タイの2018年度調査の経営上の問題点上位 ５ 項目について過去








タイ 18年調査 1７年調査 1６年調査 1５年調査
1 従業員の賃金上昇 ５9.３ ６３.0 ５9.３ ６0.1
2 品質管理の難しさ ５8.６ ５4.0 ５9.0 ５8.2
３ 従業員の質 ５0.1 ５0.５ 48.５ ５1.0
4 競合相手の台頭（コスト面で競合） 49.５ ５0.６ 4７.３ 4３.9
５ 調達コストの上昇 4７.8 ３７.8
主要取引先からの値下げ要請 ３9.9 4３.9 40.６







は 1 日 8 時間だが，週休 2 日制でないベトナムの工場では，毎日 1 時間の超








図表 ３ は，ベトナムの2018年度調査の経営上の問題点上位 ５ 項目につい










ベトナム 18年調査 1７年調査 1６年調査 1５年調査
1 従業員の賃金上昇 ７３.0 ７５.2 ７５.５ ７７.9
2 原材料・部品の現地調達の難しさ ５8.1 ６５.2 ６4.8 ６５.2
３ 品質管理の難しさ ５4.７ ５７.2 ５8.６ ５５.６
4 競合相手の台頭（コスト面で競合） 49.５ 4６.1 4５.７ 4５.３
５ 通関等諸手続が煩雑 4５.７ 4６.７ 4７.５ ５５.8









図表 4 は，カンボジアの2018年度調査の経営上の問題点上位 ５ 項目につい














図表 ５ は，ミャンマーの2018年度調査の経営上の問題点上位 ５ 項目につい
（ ５ ）　上位項目の比較推移以外，水谷俊博（201７）に依拠した部分がある。
図表 4　カンボジアの課題
カンボジア 18年調査 1７年調査 1６年調査 1５年調査
1 従業員の賃金上昇 ７0.9 82.8 ６9.７ ６2.７
2 品質管理の難しさ ５4.６ ７６.７ ７６.３ ６0.６
2 原材料・部品の現地調達の難しさ ５4.６ ７0.0 ７３.７ ７2.７
4 税務 ( 法人課税・移転課税など ) の負担 ５1.３ 44.4
５ 従業員の質 49.4 ６0.9 ６2.9 ６0.2





て過去 4 年の結果を比較するものである。2018年度第 1 位の「現地通貨の対
ドル為替レートの変動」は，201７年度３4.６，201６年度4.2より，直近の問題


















ミャンマー 18年調査 1７年調査 1６年調査 1５年調査
1 現地通貨の対ドル為替レートの変動 ６５.７ ３4.６ 4.2
2 原材料・部品の現地調達の難しさ ６５.4 82.4 ７0.0 100.0
３ 従業員の質 ５７.9 ５1.9
4 従業員の賃金上昇 ５３.4 ５9.３ ７５.３ ６8.8
５ 調達コストの上昇 ５0.0 ３５.３




























ラオス 18年調査 1７年調査 1６年調査 1５年調査
1 品質管理の難しさ ６６.７ ５8.8 81.8 ５8.３
2 原材料・部品の現地調達の難しさ ６0.0 ７0.６ ６３.６ ５0.0
３ 従業員の賃金上昇 ５６.３ 44.4
３ 従業員の質 ５６.３ ７0.4 ７2.2 ７2.2
５ 人材（技術者）の採用難 ５３.３ ６4.７ 2７.３
５ 物流インフラの未整備 ５３.３ ５2.9 ３６.4
人材（中間管理職）の採用難 ５0.0 44.4
通達・規則内容の周知徹底が不十分 4７.1 ３8.9
出所：﻿ジェトロ「201６年度・201７年度・2018年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査報告書　
国別の問題点（上位 ５ 項目，複数回答）より作成。数字欠落部分は報告書に記載なし
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